
◯副社⾧の倉坂でございます。◯本日はまず、第2四半期決算についてご説明したのち、次期中計に向けた進捗状況などにつきまして、ご説明いたします。◯それでは資料の3ページをご覧ください。







◯第2四半期の連結決算につきましては、営業収益6,167億円、営業利益338億円、四半期純利益645億円でございました。◯第1四半期では運輸収入は計画に対してやや強く、第2四半期では感染第7波の影響により一転やや弱かったものの、上期としては、連単ともに、20年3月期以来3期ぶりに各利益項目で黒字を確保することができました。◯なお、連結四半期純利益645億円につきましては、第1四半期決算発表時にご案内のとおり、産業競争力強化法に基づく事業適応計画の認定によりまして、向こう5ヶ年の課税所得に対する繰越欠損金の控除限度額が拡大される特例を受けることから、法人税等におきまして▲435億円減の税効果影響が発生しております。◯通期業績予想につきましては、「波打ちながら回復」とした期首の想定の範囲内に概ねあること、また感染第8波の到来などによる今後の需要回復への影響も考慮し、期首時点の計画を据え置いております。◯引き続き下期も様々な施策による需要喚起やコスト削減に努めるとともに、全国旅行支援や入国者数上限撤廃といった機会を実需につなげていくため、旅行会社などとも連携しながら有効な需要喚起策を講じてまいります。◯次のページをご覧ください。



◯それでは各事業別にご説明いたします。まず、運輸業です。◯第2四半期の運輸収入は、3,207億円でございました。これは、前年対比で+1,107億円増、コロナ前となる20年3月期対比では71％の水準でございます。◯内訳はご覧のとおりですが、うち新幹線につきましては、山陽新幹線が1,424億円、北陸新幹線が143億円でございました。◯波打ちながらの緩やかなご利用回復によって、12月末頃にはコロナ前対比9割程度に回復するものとした想定に対し、第1四半期は強含みだった一方、第2四半期は弱含みで推移しました。◯10月はほぼオンラインに戻っていることを踏まえましても、今のところ概ね想定の範囲内で推移しておりますことから、通期計画は据え置いています。◯次のページをご覧ください。



◯流通業です。◯第2四半期は、前年対比+216億円の増収、営業利益は同じく+75億円増益の6億円となり、第1四半期に引き続き、黒字となりました。◯今期は物販店舗・百貨店とも、年間を通じてコロナ前対比9割程度の売上を想定しておりますが、今のところ概ね想定の範囲内で推移しております。◯次のページをご覧ください。



◯不動産業です。◯第2四半期は、前年対比+95億円の増収、営業利益は同じく+20億円増益の181億円でした。◯投資家向け販売が堅調に推移したほか、需要回復に伴うSC売上高の増等が牽引しました。◯今期のSC売上高はコロナ前対比9割程度と想定しておりますが、今のところ概ね想定の範囲内で推移しております。◯次のページをご覧ください。



◯その他の事業です。◯ホテル業につきましては、ご覧のとおり客室稼働率は改善の傾向にあります。前年対比では+64億円の増収、+35億円の損益改善となりましたが、本格的な回復にはなお時間を要しており、第1四半期に引き続き営業赤字となりました。◯旅行業につきましては、ワクチン接種の事務局業務受託などのソリューション事業が牽引し、前年対比+277億円の増収、営業利益は同じく+30億円増益の31億円となりました。◯なお、いずれの事業セグメントにおきましても、現時点、概ね想定の範囲内で推移しておりますことから、通期業績予想は期首にお示ししたものを据え置いております。◯次のページをご覧ください。



◯株主還元です。◯業績は概ね想定の範囲内で推移しておりますことから、通期で1株あたり100円の配当予想は据え置いております。◯次に10ページをご覧ください。





◯ここからは、次期中期経営計画策定に向けた進捗状況についてご説明させていただきます。◯コロナ禍を経て、弊社グループは、不動産以外の事業は「移動」への連動性が高く、移動が縮小すれば共に厳しくなる事業構造であることが浮き彫りになりました。◯人口減少や自然災害の激甚化など、かねてからのマクロ環境の変化に加えて、社会行動変容の影響や、国際情勢の緊迫を受けた物価高騰、円安など、経営環境の厳しさは増しています。◯一方、環境意識の高まりやDXの進展、行動制限を受けたことによる「リアル」の価値の再発見など、新たな需要創出の機会も見られます。◯そうした環境変化に対し、鉄道をはじめとした既存事業のビジネスモデル、そして事業ポートフォリオを再構築していく必要があると認識しています。◯次のページをご覧ください。



◯次期中期経営計画においても、安全性向上が引き続き経営の根幹であることに変わりはございません。◯その上で、コロナ収束後に、基礎的な運輸収入が9割までしか戻らなくとも、安定的な利益を生み出すためのドライバーとなるのは、①鉄道の活性化と各事業の構造改革、②地域共生とまちづくり、③これらにおけるDXによるキーデバイス構築とグループマーケティング、④新たな価値の創出による移動に連動しない次世代における事業の柱づくりへの挑戦、の4点と考えています。◯「既存事業のさらなる磨き上げ」と「移動に連動しない新たなシナジー領域への挑戦」を主軸に事業ポートフォリオを見直し、皆様とも対話させていただきながら、次期中計の策定を進めてまいる所存です。◯次のページをご覧ください。



◯ここからは、現在の取組みの進捗も交えながら、次期中計に向けたポイントについてお話しいたします。◯次期中計においても、安全は最重要戦略であり、変わらぬ経営の根幹です。◯掲げている安全に関する指標もこの間、着実に改善させてきました。◯新たな技術も活用しながら、お客様に安全に、そして安心してご利用いただけるよう、さらなる安全性の向上に取り組んでまいります。◯次のページをご覧ください。



◯次に、鉄道の活性化についてです。◯コスト構造改革の取組みは、今期単体で▲200億円減の計画に対し、上期で▲100億円減と順調に推移しております。◯次期中計においては、この構造的コスト削減を深掘りし、効果の拡大に取り組みます。◯さらに、コスト面だけでなく、収入面でも取組みを強化してまいります。◯来年秋に予定しておりますEXサービスの機能拡充などを契機として、需要予測の高度化、マーケティングの強化に取り組んでいく考えです。◯次のページをご覧ください。



◯ここで、弊社の価格戦略にも大きく影響する運賃・料金のあり方について触れたいと思います。◯これまで、競合環境等を踏まえつつ、届出の範囲内でできる見直しを進めてまいりました。◯ご案内のとおり、7月に国交省の小委員会による「中間とりまとめ」が公表され、今後、「総括原価の算定方法の見直し」、「現行制度の運用の改善・工夫」などに関して具体的な検討フェーズに入っていきます。◯弊社としては、バリアフリー設備の整備加速にも資する、京阪神エリアの運賃体系のシンプル化などに向けた協議を進めてまいりたいと考えております。◯また、鉄道の持続可能性を高めていくための原価算定方法の見直しについても、引き続き要望してまいります。◯次のページをご覧ください。



◯続いて、地域共生とまちづくりについてです。◯この間、「鉄道ネットワークの磨き上げ」と「まちづくり」の両面から施策を展開してまいりました。◯次期中計においては、回復する需要に対応するだけでなく、EXサービスの機能拡充や、北陸新幹線の敦賀延伸などにより、新たな移動需要を創出したいと考えております。◯また、来春のうめきた地下駅開業を皮切りに、弊社の大阪駅及び周辺での大型プロジェクトが順次開業を迎え、25年の万博開催へとつながってまいります。◯加えて、インバウンド需要の回復といった機会も活かしながら、まちのにぎわい、新たな移動需要の創出に取り組みます。◯次のページをご覧ください。



◯最適な地域交通体系の実現も重要な課題です。◯今年4月に輸送密度が1日2,000人未満の線区につきまして、その収支率などを公表いたしましたが、7月には国の検討会から提言が公表され、国の積極的・主体的関与などについて盛り込まれたこともあり、その後、様々な形で議論の場を設けていただいております。◯引き続き、沿線地域の皆様と線区の実態や課題を共有し、今よりもご利用しやすい持続性ある公共交通体系の実現に向けまして、幅広い議論をさせていただければと考えております。◯次のページをご覧ください。



◯次に、デジタル戦略についてです。◯来年春にはモバイルICOCA（仮称）のリリースに加えて、グループ内のID・ポイントを統合したWESTERポイントがスタートします。◯次期中計においては、グループマーケティングを強化するとともに、ポイントシステムの魅力を上げることでご利用増につなげ、トップラインを引き上げてまいります。◯次のページをご覧ください。



◯新たな価値の創出についてです。◯これまで弊社グループで培ったソリューションを、同業のみならず異業種の事業者様にも展開する取組みを進めています。◯このたび、新たに、鉄道事業におけるメンテナンスに関する技術を活用し、JAXA様と人工衛星の予知保全に関する共創の取組みをスタートしました。◯次期中計においては、既存アセットの強みを活かして、移動に連動しない新たな「収益の柱」の構築にチャレンジしてまいります。◯次のページをご覧ください。



◯次期中計の策定と並行して、価値創造モデルの検討を進めています。◯ステークホルダーの皆様にとっての価値をさらに高めていくためには、弊社グループがどのような事業領域を伸ばし、さらにはどのような新たな事業に挑戦することができるのか、ステークホルダーの皆様とともに検討を深めていきたいと考えています。◯次期中計においては、鉄道の活性化を図るべく、安全性の向上や収支両面の構造改革、新幹線を中心にした移動需要創出に取り組みます。◯また、地域まちづくりをさらに進め、シナジー拡大と需要を創り出すことも強化していきます。◯さらに、膨大な顧客接点を活かし、一人ひとりのお客様のニーズに寄り添ってシナジーの範囲拡大を図るデジタル戦略を進めます。◯加えて、これらの取り組みを通じた強みを活かして、移動に連動しない新たな事業領域にビジネスの幅を拡げていくことにより、「人々が出会い、笑顔が生まれる、安全で豊かな社会」を実現していきます。◯繰り返しになりますが、ステークホルダーの皆様と対話させていただきながら検討を深め、ご期待に応えてまいりたいと考えています。◯私からの説明は以上です。


























































